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健康マスター関西会
高齢者の健康に関する社会保障制度の課題

我が国では、健康に関する社会保障制度が充実しているように見えますが、個々の

制度が独立しており、タコ壺型の対応に始終しているのが現状です。

例えば、74歳まで国民健康保険で糖尿病の重症化予防の保健指導を受けていても、

75歳になった時点で後期高齢者医療広域連合（以下、広域連合）の被保険者となるた

め、それまでの保健指導が受けられなくなります。また、自治体の国民健康保険によ

る保健事業と介護保険事業のサービスは、法律上の制度の仕組みや個人情報保護の問

題もネックになって、両部局の連携が難しい状況です。自治体に存在する医療機関と

介護施設の連携も課題です。医療機関では、患者の介護保険認定の状況や施設での生

活環境までは踏み込むことはあまりされておらず難しい状況です。

このような状況を改善しようと、国の高齢者施策では地域包括ケアシステムを導入

しました。また、新たに「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」（以下、一体

的実施）の取り組みを導入しました。この一体的実施を推進するにあたっては、都道

府県の各広域連合と各都道府県内の構成市町村が連携する必要があります。また、各

構成市町村では、保健部門と介護部門の連携が欠かせません。

今後の効果的・効率的な高齢者施策の実現に向けて、医療・保健・介護部門の各デ

ータが必要に応じてスムーズに利活用される共通インフラの整備も求められます。
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高齢者の「一体的実施」の導入の背景

我が国では74歳までは市町村の国民健康保険か、あるいは被用者保険に加入し、生活習慣

病の予防に向けて特定健康診査や特定保健指導を実施しています。しかし、75歳になった時点で

都道府県単位の後期高齢者医療広域連合に移管されます。そのため、75歳からはそれまでの市

町村による保健事業が受けられず、広域連合が保健指導を行うことになりました。一方、介護保険

事業は市町村が保険者となって、65歳以上を一号被保険者として支援を行なっていますが、疾病

や健康に関する客観的な個人的情報があ解らないまま、必要な介護に取り組んでいます。

このような課題を解決するため、2019年10月に「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン 

第2班」を発表し、「高齢者の医療の確保に関する法律」を改正し2020年度より施行をしました。

この年度の改正では、広域連合は健診・保健指導等を市町村に委託することが可能となり、住民

は年齢に関係なく身近な市町村の保健事業の対象者として位置づけられました。市町村では、医

療・介護のレセプトデータや健診データが活用できるようになることから、2024年度までに全市町村

での「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」の実現を目指すことになりました。

2024年（令和6年）からスタートする全都道府県の広域連合の第3期データヘルス計画には

「一体的実施」の事業計画の記載が必須となりました。しかし、多くの市町村の課題は、保健事業

と介護保険事業を実施する部署が縦割り行政で連携が難しかったり、責任部署が曖昧であったり、

両方に関わる専門職の考え方やスキルの違い等により、上手く機能していない自治体が多く見受け

られるのも事実です。
参考：December2021 月刊介護 津下一代氏の「高齢者の健康的な生活を支えるための制度と支援」
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平成6年度から本格的な取組みと当時の課題

一体的実施は令和2年度から一部の市町村でスタートしましたが、平成6年度からは広域連合と全

国の各構成市町村で実施することを目指し、厚生労働省が推進に向けたガイドラインを作成しました。

この事業には、様々な部署やその部署の専門職の連携や協力が必要です。しかし、各市町村では事

業の責任部署が曖昧になったり、保健と介護に関わる専門職を適正に配置することが難しいなどの理由

で、悩んでいる市町村が数多くあります。
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我が国の医療保険と介護保険の関係

一般的な国民にとっての医療保険と介護保険は下図のような関係にあります。問題はこれらの２つ

の保険制度がこれまで連携をして来なかったのが現状です。健康保険証のマイナンバー移行の必要

性も、このような社会保障制度のタコ壺状態にの解消という背景があります。
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医療保険と介護保険の現状の仕組み

厚生労働省保険局高齢者医療課「高齢者の保健事業基礎資料集」より
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市町村内部での保健事業と介護予防事業の連携強化

一体的実施の実現に向けて、専

門職の多職能化を図り、医療と介護

の両方に対応できる専門職が、地区

担当制で、その地区の該当者を支援

するのが理想的と言えます。一人の

高齢者に、保健や介護など支援内

容によって、専門職がその都度変わる

ということは、大きな事故や見落としを

招く恐れがあります。

また、一体的実施の事業の企画に

おいても、両部局が個別に計画や予

算を立てても上手く推進することはで

きません。
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一体的実施の事業企画は広域連合が策定

広域連合を取り巻く関係自治体や関係団体はたくさんあり、しかも都道府県内の全域ということで

保健事業もより複雑になります。そのような背景があることを前提に、国は一体的実施の取組みの標

準化を全国に示し、共通の評価指標を提示して推進することにしました。

そこで、全国の広域連合の「第3期データヘルス計画」の策定に当たって、高齢者の保健事業と介

護予防の現状を俯瞰するため、標準化を図ることにしました。標準化のポイントとなる策定段階での

考え方のフレーム（構造的な計画様式）と共通の評価指標を策定しました。

厚生労働省「高齢者保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き見直し案について」より
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広域連合のデータへルス計画の手引き①

■「高齢者保健事業 の 実施計画（データヘルス計画） 策定 の手引き」

（標準化の推進）

○一般に、標準化とは、品質や性能の確保、利便性の向上、効率化などを目指すために、

一定の基準を設定し、それに従って、作り方や評価方法などを統一することとされている。

    ○計画策定における考え方のフレーム（構造的な計画様式）や評価指標を標準化する

ことにより、以下のことが期待できる。

        ・情報の整理と課題抽出、取組の方向性、計画全体の目的・目標、個別事業の計画 

に係る一連の流れが明確になり、計画策定に係る業務負担の軽減につながる。

        ・共通評価指標を設定することにより、他の広域連合と比較が可能となり、そこから、

保健事業の成果につながった知見を収集・分析することで、効果的な保健事業の

抽出につながる。☜全国の広域連合のデータへルス計画の標準化

        ・広域連合が、共通評価指標を含む取組の方向性について市町村等の関係者に示

しやすくなり、関係者の理解を促進することで、一定の方向性を持って保健事業を展

開することができる。☜構成市町村間の標準化
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広域連合のデータへルス計画の手引き②

〇生活習慣病をはじめとする疾病の発症や重症化の予防及び心身機能の低下を防止し、で

 きる限り長く在宅で自立した生活を送ることのできる高齢者を増やすことが、高齢者保健

 事業の最大の目的である。効果的な保健事業の実施により、生涯にわたる健康の保持増

進、生活の質（ QOL）の維持及び向上が図られ、結果として、医療費の適正化、要介

護認定率の低下や介護給付費の減少に資すると考えられる。

〇今後、 高齢者の健康保持・フレイル対策の重要性が、益々高まることを踏まえ、きめ細か

な保健事業が展開できるよう、令和２年４月より、「高齢者 の保健事業と介護予防の一

体的実施」（以下「一体的実施」という。）が開始された。これにより、高齢者の身近な立

場で保健事業や介護予防を実施している市町村と広域連合が連携し、後期高齢者の保健

事業について、国民健康保険の保健事業や介護保険の地域支援事業等とを継続的かつ

一体的に実施する体制が整備された。

〇一体的実施は、後期高齢者の保健事業の中心を担う事業であるため、データヘルス計画の

策定の際には、一体的実施の実施主体となる市町村と十分なコミュニケーションを図り、市

町村の現状を把握した上で、一体的実施の計画を含めた データヘルス計画を策定するこ

とが必要である。

■「高齢者保健事業 の 実施計画（データヘルス計画） 策定 の手引き」
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総合的な評価指標（共通評価指標）

高齢者保健事業

の最終目標
重点的取組み

【実施市町村数】

低栄養

口腔

服薬（重複・多剤）

重症化予防（糖尿病性腎症）

重症化予防（その他身体的フレイルを含む）

健康状態不明者対策

平均自立期間（要介護２以上）

【ハイリスク者割合】

低栄養

口腔

服薬（多剤）

服薬（睡眠薬）

身体的フレイル（ロコモ含む）

重症化予防（コントロール不良者）

重症化予防（糖尿病等治療中断者）

重症化予防（基礎疾患保有＋フレイル）

症化予防（腎機能不良未受診者）

健康状態不明者対策

服薬（多剤）

●健康診査・歯科健診の

   実施市町村

●ハイリスク者の把握

●生活習慣病の重症化予防

●重症化予防

　・コントロール不良者

　・糖尿病等治療中断者

　・基礎疾患を保有している者

　　のフレイル予防

　・腎機能不良未受療者

●高齢による心身機能の低下

   防止

　・低栄養

　・口腔

　・身体的フレイル

在宅で自立した

生活がおくれる

高齢者の増加

共　通　指　標

健診受診率

歯科健診実施市町村数・割合

質問票を活用したハイリスク者把握に基づく保健事業

を実施している市町村数・割合

ア

ウ

ト

プ

ッ

ト

ア

ウ

ト

カ

ム

厚生労働省「高齢者保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き見直し案について」より
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個別事業（一体的実施）の評価指標例

厚生労働省「高齢者保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き見直し案について」より

各広域連合の構成市町村が一体的実施に関して独自に行う方か指標の例です。
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一体的実施の総合的な評価指標（共通評価指標）

高齢者保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き（令和５年３月30日改定）
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ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ

■「高齢者保健事業 の 実施計画（データヘルス計画） 策定 の手引き」

（高齢者の特性を踏まえた事業展開）

○高齢者保健事業の中心となる一体的実施においては、健康や疾病のリスク保有者を対象

とした個別指導を原則とするハイリスクアプローチと、健康な高齢者を対象とした集団を対象と

したポピュレーションアプローチが必要です。

【ハイリスクアプローチ】

• 低栄養に関わる相談・指導

• 口腔に関わる相談・指導

• 服薬（重複・多剤）に関わる相談・指導

• 重症化予防（糖尿病性腎症）に関わる

相談・指導

• 重症化予防（その他、身体的フレイルを

含む）に関わる相談・指導

• 健康状態不明者の状態把握、必要な

サービスへの接続

【ポピュレーションアプローチ】

• 通いの場等において、フレイル予防の普及啓発、

運動・栄養・口腔等取組等の健康教育・健康相

談の実施

• 通いの場等に おい て、 後期高齢者の質問票を

活用する等、 フレイル状態の高齢者等 を把握し

低栄養や筋力低下等の状態に応じた保健指導

や生活機能向上の支援等を実施

• 健康に関する相談や不安等について日常的に気

軽に相談が行える環境づくりの実施
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「通いの場」の定義と類型化について

通いの場とは、「高齢者をはじめとする地域住民が主体となり、介護予防やフレイル

予防等を目的とした、月１回以上の多様な活動の場や機会のこと」をいいます。通いの

場は体操や趣味の活動を行う住民同士のふれあいを通じて、利用される方々の生きがい

や心の居場所、仲間の輪を拡げる拠点となります。

通いの場の定義は未定のようですが、国の文章から以下のように捉えられています。

＜「通いの場」の捉え方＞

①介護予防に資すると市町村が判断する通いの場であること

②住民が主体的に取り組んでいること

③通いの場の運営について、市町村が財政的支援を行っているものに限らないこと

④月１回以上の活動実績があるもの

「通いの場」は、「だれが運営しているのか？」

「どこで実施しているのか？」「どんな活動内容を

行っているのか？」ということを明確にする必要が

あります。

https://carenote.jp/kayoinoba/
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「通いの場」の類型化について（厚生労働省資料）

https://www.mhlw.go.jp/content/000814300.pdf
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